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研究成果の概要（和文）：本研究は，日本の刑務所を出所した男子性犯罪受刑者795名について，最長7年間の再
犯状況を追跡したデータを用いて，彼らに対して刑務所内で実施された性犯罪者再犯防止プログラム(Pr)の再犯
抑止に対する，Prの密度と受刑者の再犯リスクの交互作用を検証した。その結果，高リスク群では高密度処遇群
は非高密度処遇群に比べて，3年後再犯率が有意に約20％減少したが，中リスク群では，中密度処遇群と低密度
処遇群との間に統計的な有意な差は認められなかった。

研究成果の概要（英文）：In this study, we examined the interactions between the intensity of a 
prison-based sex offender recidivism prevention program and prisoners’recidivism risk level on 
their recidivism, using the data of 795 male sex offense prisoners released from Japanese prisons 
who were followed for a maximum of 7 years. The results showed that for the high-risk group, the 
high-intensity treatment significantly reduced the three-year recidivism rate by about 20% compared 
to that of the non-high-intensity treatment groups, but for the medium-risk group, there was no 
statistically significant difference between the three-year recidivism rate of the medium-intensity 
treatment group and that of the non- medium-intensity treatment groups.

研究分野：犯罪心理学

キーワード： 性犯罪受刑者　性犯罪者再犯防止プログラム　傾向スコア　再犯率
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研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的には，全国的なデータを用いて，異なる密度のPrと異なる再犯リスクの受刑者の組み合わせの再犯抑止効
果を検討した数少ない研究である。社会的には，どの密度のPrが，どのタイプの受刑者に対して有効か，有効で
ないのかが分かることによって，再犯抑止効果のないPrと受刑者のタイプの組み合わせを改善し，Prをより効果
的・効率的に実施し，再犯を防止し犯罪被害を防ぐことが可能となる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 本研究は，日本の（少年）刑務所で性犯罪受刑者に対して行われている性犯罪防止プログラム
（カナダ矯正局が開発したプログラムを基に日本の現状に合わせて法務省矯正局が修正した集
団的認知行動療法；以下 Pr という）の再犯防止効果に対する評価研究である。 
 性犯罪の抑止は，犯罪心理学における最重要課題の一つである。とりわけ，一度性犯罪を行っ
た者が再び同様の犯罪に至らないようにするための働きかけ（以下，刑事司法の一般的な用法に
従って，処遇という）を効果的に行うことは，性犯罪の防止策の中でも，最も有効な方策である。
しかしながら，データに基づいた実証的な犯罪者の処遇効果研究の歴史が数十年に及ぶ欧米に
比べて，日本のそれは，やっと第一歩を踏み出したに過ぎない。 
 本研究のテーマである性犯罪受刑者に対する Prの処遇効果に関しては，研究代表者は，法務
省矯正局成人矯正課のアドバイザリースタッフとして性犯罪受刑者に対する処遇技法の検討及
び処遇効果の検証に携わり，法務省は平成 24 年 12 月に，「刑事施設における性犯罪者処遇プロ
グラム受講者の再犯等に関する分析 研究報告書」（以下「報告書」という）として第一次報告を
公表した。この報告は，日本で初めての性犯罪受刑者処遇に関する全国的な調査研究であるだけ
でなく，申請者ら大学の研究者と共に，法務省が実証的な再犯研究を行い結果を公表した初めて
の成果でもある。以降，日本における受刑者に関する処遇効果研究は，実証研究の道を歩み始め
たと言ってよい。 
 
２．研究の目的 
（１） 本研究の最終的な目的は，「男子性犯罪受刑者に対して実施された Prの種類別・受刑者
のタイプ別の組み合わせごとの再犯抑止効果を検証する」ことである。具体的には，刑務所を出
所した男子性犯罪受刑者約 800 名について，最長 7 年間再犯状況を追跡したデータを用いて，
彼らに対して刑務所内で実施された Prの再犯抑止効果を，Prの（実施）密度（処遇の内容や頻
度や期間）別・再犯リスクによる受刑者のタイプ別に，再犯に対する効果を検証しようとするも
のである。どのような密度の Prが，どのようなタイプの受刑者に対して有効か，あるいは有効
でないのかを検討する。これらが分かれば，再犯抑止効果のない Prと受刑者のタイプの組み合
わせを改善することによって，Pr をより効果的・効率的に実施し，再犯を防止し被害を防ぐこ
とが可能となる。 
 
（２） （１）の結果の一般化可能性を検証するために，大学生と触法知的障害者を対象として，
逸脱行動の異質性及び認知行動療法に対する反応性の違いを検討する。前者は犯罪リスクによ
る分類の一般化可能性を検証するものであり，後者は対象者の質的な違いが介入の効果に影響
を与えるか否かを検討するという点で，処遇と対象者のタイプによる抑止効果の交互作用に関
する一般化可能性を検証するものである。 
 
３．研究の方法 
（１） データ 
 日本全国の刑務所に収容され，平成 19 年から平成 21 年までの間に刑務所を出所した男子性
犯罪受刑者約 800 名について，平成 27年 3月までの再犯状況を追跡したデータを用いた。デー
タの入手に関しては，法務省矯正局成人矯正課と協定書を取り交わし，研究目的での利用を承認
された。 
 
（２）分析手順 
① Pr の再犯抑止効果に対して，異なった効果を有する性犯罪受刑者の異質性（類型）を見い
だす。 
② 性犯罪受刑者をＲＮＲ原則に基づき，性犯罪受刑者を，高リスク群，中リスク群，及び低リ
スク群に分類し，それぞれの群に対して，実際に行われた Pr の（実施）密度（高，中，低）の
再犯抑止効果に対する交互作用を検討する。 
③ 上記①及び②の結果の一般化可能性を評価するために，性犯罪者以外の集団，具体的には，
大学生及び触法知的障害における逸脱の異質性や，認知行動療法の異質な群に対する逸脱行為
抑止に対する違いを検討する。 
 なお，③については，①及び②とは異なった標本（大学生 37名及び触法知的障害者 23名）を
対象として分析を行った。 
 
４．研究成果 
（１） 性犯罪受刑者の異質性について，犯罪経歴や罪名に基づく分類と，再犯リスク尺度を用
いた分類の両者の視点から，（一般化）傾向スコアによる統制変数の調整を用いて検討を行った。
前者については，刑務所に入所する原因となった犯罪が痴漢の者とそれ以外の者とで，Pr の効
果が大きくことなることを確認した。すなわち，痴漢で入所した者については，再犯率は高いも



のの Pr の抑止効果は高く，逆に，非痴漢で入所した者では，再犯率は低いものの Pr の再犯抑止
効果は認められないことが分かった。具体的には，痴漢群は，Pr を受けた者の 1000 日後生存率
（再犯しない者の割合）は 0.7，Pr を受けない者の 1000 日後生存率は 0.4 であるが，非痴漢群
では Pr 受講の有無にかかわらず 1000 日後生存率は 0.9 となった。この結果については，2018
年 6 月にカナダ・モントリオールで開催された第 29回国際応用心理学会の大会で，研究分担者
らと連名で，「On the Effects of Japanese Sex Offender-Treatment Program: Is there a good 
match between the offenders and the treatment?」と題する口頭発表を行って公表した。 
 他方，再犯リスク尺度を用いた分類による異質性については，受刑者処遇の世界標準ともなっ
ているＲＮＲ原則に基づき，性犯罪受刑者を，高リスク，中リスク，低リスクに分類し，このう
ち標本数が一定数以上ある高リスク及び中リスク群に対する Pr の効果をみた。その結果，3 年
後生存率をみると，高リスク群では Pr 受講群が 0.79，未受講群が 0.61 で有意差が認められた
が，中リスク群では Pr 受講群が 0.88，未受講群が 0.87 となり，有意差が認められなかった。
この結果は， 2018 年 11 月，米国・アトランタで開催された第 74 回アメリカ犯罪学会におい
て，研究分担者らと連名で，「Effects of Japanese Sex Offender-Treatment Program」として
発表した。 
 
（２）（１）の結果を踏まえ，性犯罪受刑者の再犯リスクの大きさと，Pr の実施密度の交互作用
について検討した。 
なお，（２）では，（１）で採用した解析方法の改善を行った。すなわち（１）では，統制変数
の調整において，まず標本全体について，（一般化）傾向スコアを用いて調整を行った後に，高
リスク群と中リスク群の処遇効果の検証を行ったものであった。ただし，これはあくまで簡便な
方法であり，厳密に統制変数の効果の調整を行うためには，それぞれの再犯リスク群の中で，
別々に（一般化）傾向スコアを算出し，それらを用いて統制変数の調整を行うべきであった。そ
こで（２）では，これら解析上の問題点を踏まえて，前述のより正確な方法を用いて，再犯リス
クと実際に行われた処遇密度の交互作用を検討した。 
結果は次の通りであった。すなわち，高リスク群に対して高密度の処遇を行った場合は高密度
処遇を行わなかった場合（処遇を全く行わなかったほか，中密度処遇や短期間の処遇など）に比
べて，3年後再犯率は約 20％減少したが，中リスク群では，中密度の処遇を行った場合と，中密
度処遇を行わなかった場合（処遇をまったく行わなかったほか，低密度処遇など）とでは統計的
に有意な差は認められなかった。 
 これらの結果は，2019 年 11 月に，米国・サンフランシスコで開催された第 75 回アメリカ犯
罪学会において，研究分担者らと連名で発表した。 
 
（３） （１）及び（２）の成果と関連して，研究分担者とともに行ってきた法務省矯正局にお
ける性犯罪者処遇の評価研究に関するコンサルテーションの結果が，2020 年 3 月に「刑事施設
における性犯罪者処遇プログラム受講者の再犯等に関する分析研究報告書」（法務省矯正局成人
矯正課・法務省矯正研修所効果検証センター，2020）として公表された 
 
（４）これまでの研究成果の一般化可能性を検証するため，性犯罪者以外でも 1)対象者は逸脱
行動によっていつくかの質的に異なる(heterogeneous)類型に分けられること,2)罪名や手口に
よる類型によって介入の抑止効果が異なること，の 2点を検討した。すなわち，①男子性犯罪受
刑者以外の集団，具体的には大学生でも 1)が妥当であるか，②（男子性犯罪受刑者に対する処
遇方法等の変更は現段階では難しいので）触法知的障害者を対象として，幼児わいせつと関連性
が強いと言われている前頭葉の意思決定機能の障害を有する者と，そうでない者に対して，認知
行動療法の逸脱行動抑止効果が異なるか，の 2点について検討した。 
 これらの研究の結果，①大学生にも質的に異なる類型が認められた。すなわち，大学生は，様々
な種類の逸脱を繰り返す群（11%）と，ほとんど（あまり）逸脱を行わない群（89%）の質的に異
なる 2群に分けられることが分かった（東條他， 2021）。②触法知的障害者でも，前頭葉の意思
決定機能の違い及び処遇密度の違いによって（Pr でも用いられている）認知行動療法の効果が
異なることが認められた。すなわち，触法知的障害者では，前頭葉の意思決定機能の障害を有す
る者は認知行動療法の暴力行為抑止効果が認められなかったが，前頭葉の意思決定機能の障害
がない者では，抑止効果が認められた。以上から，罪名や犯罪の手口の類型によって認知行動療
法の再犯抑止効果が異なるという結果が，男子性犯罪受刑者以外の集団にも，また，Pr 以外の
認知行動療法にも，一般化できる可能性が示唆された。 
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